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労務ネットニュース（令和７年２月発行） 

Labor-management.net News  
労働組合対応、労基署対応、使用者側の労務トラブルを弁護士岸田鑑彦が解決！ 

Ｖｏｌ.１３４ 
杜若経営法律事務所 弁護士 岸田鑑彦 

同僚同士のケンカによる暴行と業務起因性 

１ 同僚同士のケンカがあった場合に考えなければならないこと 

 テレビドラマで、食堂で主人公とその友人がケンカをするシーンがありますよね。店主が「ケン

カなら外でやってくれ」と迷惑そうな顔をして言います。ケンカで備品が壊れたり、他のお客さん

の迷惑になったりするでしょうし、もしそこで刑事事件が起きてしまうと現場検証等のためにしば

らく営業ができなくなってしまうからです。 

 では社内で同僚同士のケンカがあった場合はどうでしょうか。「ケンカをするなら業務時間外

に、会社の敷地外でやってくれ」と言うわけにはいきませんし、そういう問題ではありません。無

理に仲良くする必要はないものの、大人ですから仕事上は気持ちを切り替えて、トラブルを起こさ

ぬように働いてもらいたいものです。 

 ただこの同僚同士のケンカ、実は色々と考えなければならないことがあります。整理の意味も込

めていくつか列挙してみました。 

・ケンカで怪我をしたら労災か？（業務起因性の有無） 

・治療のためのお休みはどう処理したらよいか？お休みしている間の給与はどうしたらよいか？ 

・怪我の治療が長引いた場合、休職に入れるべきか、休業とすべきか？ 

・労災申請をしたいと言われたら、会社はどう対応したらよいか？ 

・労災申請の結論はいつ頃に出るのか？ 

・労災の不支給決定について労働者が争ったらどうなるか？ 

・ケンカの当事者の懲戒処分はどうするか？ 

・ケンカについて当事者双方に原因がある場合はどうか？ 

・ケンカの当事者の今後の配置はどうしたらよいか？ 

・被害者が、加害者と職場で顔を合わせたくない、在宅勤務希望と言ったらどうするか？ 

・ケンカが理由で被害者がメンタル疾患になった場合はどう対応すればよいか？ 

・被害者から加害者への損害賠償請求、被害届の提出があったらどうしたらよいか？ 

・被害者から被害届について相談をされたら会社はどうしたらよいか？ 
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・そもそも社内でケンカがあったら警察を呼ぶべきか？ 

・被害者から会社への使用者責任、安全配慮義務違反の指摘があったらどうしたらよいか？ 

・休職期間満了までに労災の結論が出ていない場合はどうするか？ 

・労災の結論が出るまで休職期間を延長した方がよいか？ 

・休職期間満了による自然退職後に労災が認められたらどうなるか？ 

など様々です。 

 これらの検討の前提として、同僚同士のケンカに業務起因性があるか否かが重要なポイントにな

ります。今回ご紹介する裁判例は、労基署段階では被災者の自招行為によるものであるとして負傷

と業務との間に相当因果関係がないと判断し不支給処分としたものの、裁判所は業務起因性を肯定

した事案です（国・向島労基署長事件・東京地裁令和６年１月２４日判決・労経速２５６１号）。 

 

２ 同僚同士のケンカはよくあること？ 

 裁判所は「労働者が業務中に同僚からの暴行によって負傷した場合には、一般的に複数名が就労

する職場内における対人関係に起因するトラブルが稀ではないことを考慮すれば、当該負傷は、通

常、労働者の業務に内在又は随伴する危険が現実化したものと評価することができる。したがっ

て、当該暴行が、行為者の私的怨恨に基づくものである場合や、自招行為によるものである場合

等、明らかに業務に起因しないものである場合を除き、当該暴行による負傷は、業務に起因する負

傷であると認めるのが相当である」としたうえで、 

「原告が自身の車両を駐車した直後に車両点検及び帰宅準備をしている中で生じた」ものであると

して、本件負傷は「業務中に同僚からの暴行」を受けたことによるものであると認定し、 

さらに、原告が「コラー」と怒鳴りつけこと、「ぶつけんじゃねぇよ」などと発言したものの、こ

れらは粗暴、粗野であり適切さを欠くものではあるが、少なくとも、当該状況では暴行を自招する

ものであったとは評価できないと判断しました（判決文の中では、当日の暴行に至る経緯や当事者

間の過去のトラブルが認定されています）。 

裁判所が「複数名の就労する職場内における対人関係に起因するトラブルが稀ではない」と述べ

ている部分は気になります。対人関係に起因するトラブルはあってもトラブル＝殴り合いのケンカ

ではないように思います。ただ裁判所としては、上記のような考え方で業務起因性を捉えているの

で、そのようなことも踏まえて「１」の論点について会社としては検討していく必要があります。 

以上 

 

お電話・メールでご相談お待ちしております。（9:00～17:00） 

杜若経営法律事務所  TEL03-6275-0691/FAX03-6275-0692 

メールでのお問い合わせはこちら 

https://www.labor-management.net/
https://www.labor-management.net/contact/
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